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寄　稿

メーカーの商品は、どの小売業でも基本的に
「同じ商品」であるためである。商品が同一で
ある場合、商品そのものでは差別化が難しく、
価格競争に陥りやすい。現在の小売業の価格
競争の激化は、OKストアや、トライアルな
どのディスカウント型の小売業の台頭からも
伺い知ることができるだろう。
以上のような状況を踏まえ、食品小売業、

特に価格競争からの脱却を目指すチェーンで
は、生き残りをかけた競争を行っていく上で、
以下のように戦略を変化させつつある。
①「価格競争から価値競争へ」
価格競争を志向しない小売業では、顧客に
様々な付加価値を訴求することで、価格競
争を行うチェーンと差別化を図ろうとして
いる（後述するミールソリューションなど）。

②「売上の最大化から利益の最大化へ」
少子高齢化が進む日本国内においては、大
幅な売上の向上を見込むことは難しい。そ
のため、売上の向上よりも、利益を最大化
することに戦略をシフトし始めている。

3　 食品小売業における農産物のポジショニ
ングの変化
競争優位を担保するために食品小売業が、

まず強化したのが自社ブランド＝プライベー
ト・ブランド（以下「PB」）である。自社チェー
ンでしか販売しないPBは、商品による競合差
別化につながるだけではなく、一般的にメー
カーのブランド商品＝ナショナル・ブランド
よりも価格が安く設定できるうえ、利益率が
高いため、自社の利益創造に適した商材なの

1　はじめに
いま、大手小売業を中心に農産物・農産商

品のテコ入れが進んでいる。イオンは、イオ
ンアグリ創造（株）を2009年に立ち上げ、野菜
を中心に農産物の自社生産に乗り出した。セ
ブン＆アイもセブンファームを立ち上げ、農
業生産に参入している。ダイエーも現在約100
品目の野菜を「おいしくたべたい！すこやか
育ち」という自社ブランドで展開し、契約農
家を2014年までに2,000戸とする計画を立てて
いる。さらにコンビニエンスストアでも、ロ
ーソンがローソンファームを展開するほか、有
機野菜の通販企業と業務提携を実施している。
本稿では、このような食品小売業の農産商

品への注力の背景を確認するとともに、今後
の展開の方向性について考察したい。

2　食品小売業の現状と変化の方向性
現在、スーパーをはじめとする食品小売業

の多くは、加工食品や日用雑貨のマーケティ
ング・店頭販売施策をメーカーと共同で実施
している。この背景には、店舗における顧客
への商品販売が両者の利益につながるという
ことだけではなく、販売促進にかかるマーケ
ティングコストや値引き原資をメーカー側に
負担してもらうことができることがあげられ
る。
大量生産・大量消費の「モノがあれば売れ

る」時代は、上記のようなメーカーを中心と
した販売施策を実施していれば良かった。し
かし、オーバーストア状態と言われる昨今で
は、それでは不十分となってきた。それは、
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化によって、ますます生鮮食品、特に農産物
への注力は進んでいくだろう。その中では、
販売促進や売場づくりといった販売サイドだ
けではなく、商品調達の部分での取り組みが
活発になると考えられる。これには２つの方
向性がある。
１つは自社生産、つまり農業生産への食品

小売業の参入である（イオンアグリ等）。これ
は、小売業による農地の囲い込みの動きであ
ると言える。そしてもう１つは、自社で生産
するのではなく、生産者との連携を強化して
いこうとする動きである（セブン＆アイ、ダイ
エー等）。これは、小売業による生産者の囲い
込みの動きであると言える。
上記の食品小売業の動きの最終目標地点は、

農産物の自社ブランド化（PB化）であると考え
られる。この食品小売業による農産物のPB化
の動きは、農業生産者、農業協同組合（農協）
の両方にとって脅威でもある一方でチャンス
でもある。
売場という販売力を有する食品小売業と対

等な関係で、適切な契約を締結することがで
きれば、農業生産者にとっては販路拡大の大
きなチャンスとなるだろう。また、大手の食
品小売業にとって、安全な農産物を安定的に
大量に確保することは最も重要な調達活動で
ある。この調達活動において農協が果たして
いくべき役割は今後も非常に大きいと考えら
れる。一方で、大手小売業に対して価格競争
での勝負が難しい地場の小売業は、地域の単
協や県域の経済連との地域間連携をますます
加速させていくだろう。
今後も農産物流通の動きに注目していきた

い。
（おりかさ　しゅんすけ）

である。PBの展開強化は、食品小売業のSPA
（製造小売業）化の動きであると捉えることも
できる。
次に食品小売業の競合差別化の動きとして

重要なのが、売り方の差別化である。これは、
埼玉県の食品スーパー「ヤオコー」が推進す
るミールソリューションのように、売場での
レシピ提案などを通じ、商品だけではなく、
「食べ方＝食」を提供することで自社（店舗）の
付加価値を向上しようという動きである。こ
れは、売場から食を顧客に提案することで、
価格競争からの脱却を狙うものである。
こうした文脈のなかで、食品小売業が現在、

最も注力しているのが農産物である。農産物
は全く同じ商品が存在しないという点で競合
差別化が図れるだけではなく、調理を行う顧
客の多くが購入するカテゴリーであり、食卓
を構成する最も重要な食材であると言える。
農産物が売れることで調理に必要な「調味料」
や、「畜産・水産商品」「調理用加工食品」など、
他のカテゴリーの販売も見込むこともできる
ことから、農産物はミールソリューションの
鍵となるカテゴリーであると考えられてい
る。具体的には、多くの食品小売業において
以下のような取り組みが進みつつある。
・ 安全・安心を担保した農産物の販売（自社ブ
ランド名での農産物の展開など）

・ 農産物をキーとしたカテゴリー横断的な商
品陳列やレシピ提案（季節のメニュー提案や
農産売場での加工食品の販売、鍋用セット野

菜の販売など）

・ 地域に根ざした販売を実施するための地産
地消の取り組み（地場野菜販売など）

4　今後の展望
少子高齢化にともなう食品小売業の競争激
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